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公正取引委員会 

 我が国の経済社会構造が急速に変化する中，限られた資源を有効に活用し，国

民により信頼される行政を展開するためには，合理的証拠の活用等を通じて政

策課題を迅速かつ的確に把握して，有効な対応策を選択し，その効果を検証する

ことが必要である。そのため，政府全体で証拠に基づく政策立案（Evidence Based 

Policy Making，ＥＢＰＭ）が推進されており,公正取引委員会においても，平成

３０年４月に官房政策立案総括審議官が設置されて以降,各種業務におけるＥ

ＢＰＭに取り組んできている。 

 この度，公正取引委員会におけるＥＢＰＭの取組の成果として，次の二つの取

組を公表することとした。 

・ 競争政策の広報活動の効果の把握及びより効果的な広報活動の実践（別紙１） 

・ コールマンジャパン株式会社に対する件（再販売価格拘束事件）の事後評価

の概要（別紙２） 

 公正取引委員会は，今後とも，合理的証拠に基づく政策立案及び法執行に資す

るよう経済分析を積極的に活用するなどして，ＥＢＰＭを一層推進していく所

存である。 

問い合わせ先 公正取引委員会事務総局官房総務課 

         電話 ０３－３５８１－３５７４（直通） 
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